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県発注工事における土壌汚染対策法に基づく届出の未届事案について 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 土壌汚染対策法第４条第１項による届出制度の概要（別紙参照） 

・3,000 ㎡以上の土地の形質変更を行う場合、着手の３０日前までに知事（土壌汚染対策

法施行令で指定する市は各市長）への届出が義務付けられています。 

・知事等は、届出のあった土地について土壌汚染の調査を行うべき土地であるかを確認

し、調査を行う必要があると認めるときは、土地所有者等に対し調査命令を行うこと

ができます。 

・知事等から調査を命じられた土地所有者等は、土壌汚染状況調査を実施し、その結果

を知事等に報告することが義務付けられます。 

 

２ 調査の内容及び結果 

・調査対象機関  県の全部局 

・調査対象年度  平成２８年度～令和２年度 

・調 査 内 容  土地の形質変更を行った全ての事業に関する届出状況の調査 

・調 査 結 果  ５部局で合計２０４件の未届（詳細は次表のとおり） 

 

 

土壌汚染対策法では、一定規模以上の土地の形質の変更を行おうとする場合は知事

等への届出が必要ですが、県が発注した公共事業において、過去５年間で２０４件の 

事業で未届であることが判明しました。 

法で定められた手続きを行っていなかったことは、県民の皆様の信頼を損なうこと

であり、心からお詫び申し上げます。 

未届の事業については、速やかに届出を提出するとともに、法に基づく手続きを 

進めてまいります。 

今後、こうしたことが起こらないよう、再発防止に努めてまいります。 

報道資料 千 葉 県 

Ch i b a  Pr efec tur a l  Gover nmen t 



 

   県の公共事業における届出状況調査結果  (速報値)  （件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（届出対象の事業がある部局等のみ記載） 

３ 原因 

土壌汚染対策法について、職員の認識が不足していたため。 

 

４ 今後の対応について 

未届の事業については、速やかに届出を提出し、土壌調査を行うべき土地であると  

確認した場合は調査を行い、法に基づき適切に対応いたします。 

 

５ 再発防止策について 

・工事発注前に使用するチェックリストに届出状況の項目を追加し、確認を徹底します。 

・届出状況についての確認も行います。 

・届出を徹底するよう、改めて全庁に通知を発出します。 

・工事担当者を対象とした説明会や研修会を開催し、法制度の周知徹底を継続して  

行ってまいります。 

 

個別の未届事業に関する問い合わせ先 

総務部総務課        ０４３－２２３－２０４９ 

農林水産部耕地課      ０４３－２２３－２９７８ 

県土整備部県土整備政策課  ０４３－２２３－３１７８ 

企業局土地管理部資産管理課 ０４３－２９６－８９０３ 

教育庁企画管理部教育施設課 ０４３－２２３－４１５８ 
 

法制度に関する問い合わせ先 

    環境生活部水質保全課    ０４３－２２３－３８１４ 

部 局 届出対象 届出済 未届 

総務部 2 0 2 

防災危機管理部 1 1 0 

環境生活部 1 1 0 

農林水産部 50 25 25 

県土整備部 184 9 175 

病院局 1 1 0 

企業局 2 1 1 

教育庁 2 1 1 

合 計 243 39 204 



土壌汚染対策法第４条による届出の手続きについて 

 

■ 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号） 

目的：土壌汚染の状況の把握の措置及びその汚染による人の健康被害の防止に関

する措置を定め、土壌汚染対策の実施を図り、国民の健康を保護する 

■ 一定規模以上の土地の形質変更の届出（法第４条第１項） 

施行日：平成２２年４月１日（法改正による） 

内 容：一定規模(面積 3,000 ㎡※)以上の土地の形質変更(掘削・盛土など)を行

う場合には、着手の 30 日前までに知事等(政令で指定した市は市長)へ

の届出が必要 

■ 法第４条の手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 調査を行うべき土地の有無の確認及び調査命令について 

届出を受けた知事等が、行政が保有している土地履歴の情報により、揮発性

有機化合物や重金属等の特定有害物質（法施行令第１条）による土壌汚染の可

能性があり、土壌汚染の調査を行うべき土地の有無（法施行規則第２６条各号）

を確認するもの。 

例えばガソリンスタンドの跡地や有害物質を使用していた工場であった土地

などが届出の土地に含まれている場合に、知事等は汚染のおそれが有るとして

土壌汚染状況調査の実施及び結果の報告を命令することができる。 

届  出 （法第４条第１項） 
（土地の形質変更に着手する 30 日前まで） 

確認 

≪届出者≫ 

土地の形質変更の
着手が可能となる 
 

調査命令 

≪届出者≫ 
土地の形質変更を行おうとするもの 
 

調査を行うべき土地の有無※ 
 

≪土地所有者等≫ 

土壌汚染状況調査
の実施 
 

有 

無 

別紙 

確認 土壌汚染の有無 
 無 

有 

土壌汚染の拡散防止措置 

報告 


